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平成 30 年度 経営力創成研究センター事業報告 
 
１．事業活動報告 
 
 当センターの事業活動は、文部科学省私立大学戦略的基盤形成支援事業の認可を
受けて発足した。平成30年度の事業活動を時系列的に示せば以下の通りである。 
 
経営力創成研究センター 第1回運営委員会 
日時：5月9日（水）13時00分~15時00分 
場所：2号館8階 経営力創成研究センタ  ー
出席者：西澤昭夫・幸田浩文・柿崎洋一・董晶輝・小椋康宏・石川順章 
 
報告事項 
１．センター長の就任について 
本年度より、センター長に西澤昭夫氏が就任されることが報告された。 
２．RAの就任について 
昨年度に引続き、本年度もＲＡとして経営学研究科博士後期過程に在籍する石川
順章君を雇用することが報告された。 
 
審議事項 
１．最終年度の事業計画と予算執行について 
本年度の予算配分について報告され、シンポジウムを３回、海外調査、書籍及び論
集の出版、を行うことが了承された。また、シンポジウムの内容について検討され、
人材育成、グローバル化、などが検討された。研究成果報告書の取りまとめを行うこ
とが了承された。最終年度の予算執行の締め切りのため、論集の原稿締め切りは 12
月24日となった。最終評価委員会は3月9日に行われる。 
２．最終成果物の出版計画について 
最終報告書と書籍を出版することが了承された。書籍の分量は１０章分くらいと
し、キーワードとしてスモールビジネス、企業家育成、マネジメント変革、企業家精
神、ベンチャー、などを含めることとされた。また各章の担当について検討された。
原稿の締め切りは9月末とし、研究員に執筆を依頼することとなった。 
３．第1回シンポジウムの開催について 
７月 21 日に本年度の第 1 回シンポジウムを、2 号館 12 階スカイホールで開催す
ることが報告され、内容について検討された。研究グループ１と２の合同のテーマで
行う、企業家人材の育成をテーマとし、講演者には、後継者育成あるいは企業家精神
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南アジアでの企業調査を行うことが提案され、了承された。 
 
４．年報論文募集について 
 今年度の年報刊行について議論され、最終年度にあたり、研究成果の論文を早めに
投稿するよう研究員に呼びかけることとした。 
 
 
経営力創成研究センター平成30年度第３回運営委員会 
 
日時：10月6日（土）11時00分～12時30分 
会場：2号館8階経営力創成研究センタ  ー
参加者：西澤昭夫、柿崎洋一、幸田浩文、小椋康宏、董晶輝、石川順章 
 
報告事項 
１．第２回シンポジウムの開催について 
 本日の午後、今年度の第 2 回シンポジウムが予定通り開催されることが報告され
た。今回のシンポジウムは東洋大学経営学研究科と協力し、「中小企業のグローバル
経営と国際的企業家育成」のテーマで開催される。 
２．最終成果物の出版申請結果について 
 本研究プロジェクトの研究成果の最終成果物として出版する予定の『スモールビ
ジネス・マネジメントと企業家育成』の出版申請が承認されたことが報告された。 
  
審議事項 
１．最終成果物の編集について  
 最終成果物『スモールビジネス・マネジメントと企業家育成』の編集について審議
され、原稿の締め切りが近づいているため進捗状況を確認するとともに、執筆者の原
稿が出揃った段階で改めて会議を行い、内容を詰めることが承認された。出版社は学
文社に依頼することに変更がないことが報告された。 
２．年報論文募集について 
 本年度の年報『経営力創成研究』の論文について、プロジェクトの最終年度である
ことから予算執行の関係上、例年より１ヶ月ほど早く刊行する必要がある。原稿の締
め切りを12月末とすることで了承された。 
３．第3回シンポジウム開催について 
 第 3 回シンポジウムを来年 2 月 2 日の予定で開催することが提案され、了承され
た。テーマについて議論され、プロジェクトの最終年度の最後のシンポジウムとなる
ことから、各研究グループから今までの総括を行うことで了承された。 
４．企業調査について 
 研究員のスケジュールを調整し、海外企業調査を行うことが提案され、審議された。
場所としては企業やインフラの発展がめざましい中国が提案された。日程を含め調
整することとされた。 
を持った人材育成に努力している日本の経営者に依頼する、などの案が出され、「ス
モールビジネスと企業家育成」のテーマで行うことが了承された。また、早急に講演
者の依頼を行うこととなった。 
４．企業調査について 
 本年度、企業調査を行うことが了承され、内容についてはアンケートでの回答をも
とに決めることとされた。 
 
経営力創成研究センター平成30年度第２回運営委員会 
 
日時：7月21日（土）11時00分～12時30分 
会場：2号館16階スカイホール左 
参加者：西澤昭夫、柿崎洋一、幸田浩文、小椋康宏、董晶輝 
 
 
報告事項 
１．第1回シンポジウムの開催について 
 本日の午後、今年度の第 1 回シンポジウム開催される予定が報告された。今回の
テーマは「スモールビジネス・マネジメントの創造と企業家育成」である。特別講演
は合同会社 Y サポート代表の山元証氏による「スモールビジネスの経営理念」であ
り、基調講演は当センターの客員研究員である駒澤大学経営学部教授小野瀬拡氏に
よる「ソーシャルキャピタルが企業家育成に与える影響―ベンカタラマンの好循環
と悪循環にめぐってー」である。また、パネルディスカッションでは当センター研究
員の幸田浩文氏が加わり、副センター長の柿崎洋一氏がコーディネーターを担当す
る。 
２．その他 
 本研究プロジェクト終了後に、来年度の当センターの活動について検討を始めて
いることが報告された。 
  
審議事項 
１．最終成果物の出版計画について 
 最終成果物は本研究プロジェクトの研究成果の総まとめとして、『スモールビジネ
ス・マネジメントと企業家育成』のタイトルで、執筆者が11名の予定とすることを
審議し、承認された。出版社は前回と同様に学文社に依頼することで承認された。 
２．第2回シンポジウム開催について 
 第 2 回シンポジウムを 10 月 6 日の予定で開催することが提案され、了承された。
テーマについて議論され、国際的に活躍する経営者を特別講演に招くことの可能性
について検討され、準備を進めてみることを了承された。 
３．企業調査について 
 近年では、中国や東南アジア諸国でのベンチャー企業の発展が目まぐるしく、最新
の企業情勢についての研究を成果に盛り込むため、できるだけ早い時期に中国か東
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南アジアでの企業調査を行うことが提案され、了承された。 
 
４．年報論文募集について 
 今年度の年報刊行について議論され、最終年度にあたり、研究成果の論文を早めに
投稿するよう研究員に呼びかけることとした。 
 
 
経営力創成研究センター平成30年度第３回運営委員会 
 
日時：10月6日（土）11時00分～12時30分 
会場：2号館8階経営力創成研究センタ  ー
参加者：西澤昭夫、柿崎洋一、幸田浩文、小椋康宏、董晶輝、石川順章 
 
報告事項 
１．第２回シンポジウムの開催について 
 本日の午後、今年度の第 2 回シンポジウムが予定通り開催されることが報告され
た。今回のシンポジウムは東洋大学経営学研究科と協力し、「中小企業のグローバル
経営と国際的企業家育成」のテーマで開催される。 
２．最終成果物の出版申請結果について 
 本研究プロジェクトの研究成果の最終成果物として出版する予定の『スモールビ
ジネス・マネジメントと企業家育成』の出版申請が承認されたことが報告された。 
  
審議事項 
１．最終成果物の編集について  
 最終成果物『スモールビジネス・マネジメントと企業家育成』の編集について審議
され、原稿の締め切りが近づいているため進捗状況を確認するとともに、執筆者の原
稿が出揃った段階で改めて会議を行い、内容を詰めることが承認された。出版社は学
文社に依頼することに変更がないことが報告された。 
２．年報論文募集について 
 本年度の年報『経営力創成研究』の論文について、プロジェクトの最終年度である
ことから予算執行の関係上、例年より１ヶ月ほど早く刊行する必要がある。原稿の締
め切りを12月末とすることで了承された。 
３．第3回シンポジウム開催について 
 第 3 回シンポジウムを来年 2 月 2 日の予定で開催することが提案され、了承され
た。テーマについて議論され、プロジェクトの最終年度の最後のシンポジウムとなる
ことから、各研究グループから今までの総括を行うことで了承された。 
４．企業調査について 
 研究員のスケジュールを調整し、海外企業調査を行うことが提案され、審議された。
場所としては企業やインフラの発展がめざましい中国が提案された。日程を含め調
整することとされた。 
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２．シンポジウム開催報告 
 
2018年度第1回シンポジウム 
「スモールビジネス・マネジメントの創造と企業家育成」 
 
日時：2018年7月21日（土）12:40受付開始 
会場：東洋大学白山キャンパス2号館16階スカイホール 
 
＜プログラム＞ 
13:00～13:05【開会挨拶】 
西澤昭夫氏（東洋大学経営学部教授／センター長） 
13:05～13:15【大学院経営学研究科長挨拶】 
宮村健一郎氏（東洋大学大学院経営学研究科長） 
13:15～14:15【特別講演】 
論題：「スモールビジネスの経営理念」 
講演者：山元証氏（合同会社Yサポート代表） 
司会者：董晶輝氏（東洋大学経営学部教授/センター研究員） 
14:15～14:25【休憩】 
14:25～15:25【基調講演】 
論題：「ソーシャルキャピタルが企業家育成に与える影響 
―ベンカタラマンの好循環と悪循環をめぐって―」 
報告者：小野瀬拡氏（駒澤大学経営学部教授/センター研究員） 
司会者：董晶輝氏（東洋大学経営学部教授／センター研究員） 
15:25～15:35【休憩】 
15:35～16:50【パネルディスカッション】 
論題：「スモールビジネス・マネジメントの創造と企業家育成」 
パネリスト：幸田浩文氏（東洋大学経営学部教授／センター研究員） 
パネリスト：山元証氏（前掲） 
パネリスト：小野瀬拡氏（前掲） 
コーディネーター：柿崎洋一氏（東洋大学経営学部教授/副センター長） 
16:50～17:00【閉会挨拶】 
小椋康宏氏（東洋大学名誉教授／センター顧問） 
 
 
特別講演では、合同会社 Y サポート代表の山元証氏が「スモールビジネスの経営
理念」という論題で講演された。山元氏はヨーロッパでの経験や父の会社を継いだ後
の苦境から受注競争に打ち勝ったという経験から、自身の企業家精神の育まれた経
緯を説明した。会社を退いた山元氏は、町工場を支援する合同会社 Y サポートを創
５．東洋大学重点研究推進プログラムへの申請について 
 来年度、東洋大学重点研究推進プログラムへの申請を行うかどうかについて審議
され、現在のメンバーで数年以上の長期間にわたって継続していくことは難しく、若
手研究員を中心とした新たな体制が作られることに期待し、現体制での申請を行わ
ないことで了承された。 
 
 
経営力創成研究センター平成30年度第4回運営委員会 
 
日時：2月2日（土）11時00分～12時30分 
会場：2号館16階スカイホール左 
参加者：西澤昭夫、柿崎洋一、幸田浩文、小椋康宏、董晶輝 
 
 
報告事項 
１． 第3回シンポジウムの開催について 
 本日の午後、今年度の第3回シンポジウム開催される予定が報告された。今回の
テーマは「スモールビジネスとアントレプレナーを巡る RCMの活動と成果」であ
る。記念講演の内容は中小企業診断士の重松久恵氏による「わたし流・スモールビ
ジネス支援のあり方」及び、中小企業診断士で日本経済大学専任講師の田中克昌氏
による「中小企業におけるユーザー・イノベーションに関する一考察」である。パ
ネルディスカッションは「RCMの活動と成果、その総括的検討」であり、当センタ
ー研究員の幸田浩文氏、副センター長の柿崎洋一氏、駒澤大学教授の小野瀬拡氏が
パネリストを担当し、センター長の西澤昭夫氏がコーディネーターを担当する。 
２． 最終成果物と年報の編集状況について 
 最終成果物については初校正を終了し、現在出版社にて編集作業を継続中であ
り、2月末に出版の予定であることが報告された。また、年報に投稿された論文は
現在査読中であることが報告された。 
  
 
審議事項 
１． 外部評価委員会開催について 
 今年度の外部評価委員会を 3月9日で開催することが提案され、審議の結果、了
承された。 
２． 最終報告書の作成について 
 今年度がプロジェクトの最終年度に当たるので、これまでの研究成果を取りまと
め、報告書を作成予定であり、作業のスケジュール等について審議した。3月9日
の外部評価委員会終了後の早い時期に運営委員会を開き、報告書の内容を確認する
こととなった。 
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２．シンポジウム開催報告 
 
2018年度第1回シンポジウム 
「スモールビジネス・マネジメントの創造と企業家育成」 
 
日時：2018年7月21日（土）12:40受付開始 
会場：東洋大学白山キャンパス2号館16階スカイホール 
 
＜プログラム＞ 
13:00～13:05【開会挨拶】 
西澤昭夫氏（東洋大学経営学部教授／センター長） 
13:05～13:15【大学院経営学研究科長挨拶】 
宮村健一郎氏（東洋大学大学院経営学研究科長） 
13:15～14:15【特別講演】 
論題：「スモールビジネスの経営理念」 
講演者：山元証氏（合同会社Yサポート代表） 
司会者：董晶輝氏（東洋大学経営学部教授/センター研究員） 
14:15～14:25【休憩】 
14:25～15:25【基調講演】 
論題：「ソーシャルキャピタルが企業家育成に与える影響 
―ベンカタラマンの好循環と悪循環をめぐって―」 
報告者：小野瀬拡氏（駒澤大学経営学部教授/センター研究員） 
司会者：董晶輝氏（東洋大学経営学部教授／センター研究員） 
15:25～15:35【休憩】 
15:35～16:50【パネルディスカッション】 
論題：「スモールビジネス・マネジメントの創造と企業家育成」 
パネリスト：幸田浩文氏（東洋大学経営学部教授／センター研究員） 
パネリスト：山元証氏（前掲） 
パネリスト：小野瀬拡氏（前掲） 
コーディネーター：柿崎洋一氏（東洋大学経営学部教授/副センター長） 
16:50～17:00【閉会挨拶】 
小椋康宏氏（東洋大学名誉教授／センター顧問） 
 
 
特別講演では、合同会社 Y サポート代表の山元証氏が「スモールビジネスの経営
理念」という論題で講演された。山元氏はヨーロッパでの経験や父の会社を継いだ後
の苦境から受注競争に打ち勝ったという経験から、自身の企業家精神の育まれた経
緯を説明した。会社を退いた山元氏は、町工場を支援する合同会社 Y サポートを創
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小野瀬拡氏（基調講演） 
 
 
幸田浩文氏（パネルディスカッション） 
 
基調講演の概要 
基調講演「ソーシャルキャピタルが企業家育成に与える影響―ベンカタラマンの
好循環と悪循環をめぐって―」は、講演者自身の経験をもとに、企業家育成をソーシ
業し、企業家を育成する側になった。「人を愛せる企業家」を育成しようと、山元氏
は、企業家育成には「リーダーが皆と正しい信念を共有し貫く」人間愛に支えられた
真の経営理念が重要である、と位置づける。 
 
 
山元証氏（特別講演） 
 
基調講演では、駒澤大学経営学部教授・センター研究員の小野瀬拡氏から「ソーシ
ャルキャピタルが企業家育成に与える影響―ベンカタラマンの好循環と悪循環をめ
ぐって―」の論題で講演がなされた。小野瀬氏は福岡の多くの企業家の協力を得られ
た経験から、福岡市に企業家を育成するソーシャルキャピタルがあると考え研究を
展開したと説明する。定量分析から、企業家育成にはソーシャルキャピタルが重要で
あるとの結論が示された。この結論は、経験に基づく内容であるため、多くのバイア
スがあることなどが説明された。 
パネルディスカッションでは、以上の講演者 2 名に東洋大学経営学部教授・セン
ター研究員の幸田浩文氏をパネリストに加え、東洋大学経営学部教授・副センター長
の柿崎洋一氏をコーディネーターにして設定された。幸田氏からスモールビジネス
についての説明がなされ、柿崎氏からスモールビジネス、企業家育成、地域性に関し
てディスカッションが進められた。また、フロアとの質疑応答も活発に行われた。 
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小野瀬拡氏（基調講演） 
 
 
幸田浩文氏（パネルディスカッション） 
 
基調講演の概要 
基調講演「ソーシャルキャピタルが企業家育成に与える影響―ベンカタラマンの
好循環と悪循環をめぐって―」は、講演者自身の経験をもとに、企業家育成をソーシ
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2018年度第2回シンポジウム 
東洋大学大学院経営学研究科+経営力創成研究センタ  ー
グローバル経営シンポジウム 
「中小企業のグローバル経営と国際的企業家育成」 
 
日時:2018年10月6日(土)12:40受付開始 
会場:東洋大学白山キャンパス 8号館125周年ホール 
 
＜プログラム＞ 
13:00~13:05【開会挨拶】 
西澤昭夫氏(東洋大学経営学部教授/センター長) 
13:05~13:15【大学院経営学研究科長挨拶】 
宮村健一郎氏(東洋大学大学院経営学研究科長) 
13:15~14:15 【基調講演】 
論題 :「プロセスイノベーションを視点としたグローバル化~競争優位へ向けて~」 
講演者 : 白田 良晴氏(プレファクト株式会社代表取締役社長) 
司会者 : 董晶輝氏(東洋大学経営学部教授/センター研究員) 
14:15~14:25【休憩】 
14:25~15:25【特別講演】 
論 題 : 「タイを中心とした東南アジアにおける日本企業の海外展開事例」 
講演者 : 松尾 俊哉氏(トランスコスモス株式会社 海外事業統括 ASEAN 事業本部 
理事) 
司会者 : 董晶輝氏(東洋大学経営学部教授/センター研究員) 
15:25~15:35【休憩】 
15:35~16:50【 パネルディスカッション】 
論 題 :「スモールビジネスの創造と国際的企業家育成」 
パネリスト: 白田良晴氏(前掲) 
パネリスト: 松尾俊哉氏(前掲) 
パネリスト: 西澤昭夫氏(前掲) 
コーディネータ :ー木下 潔氏(東洋大学大学院経営学研究科特任教授) 
16:50~17:00【閉会挨拶】 
小椋康宏氏(東洋大学名誉教授/センター顧問) 
 
 
基調講演では、プレファクト株式会社代表取締役の白田良晴氏からお話をいただ
いた。その概要は以下のとおりである。 
プレファクト株式会社は山形県東根市にある。一度整理して立ち上げた会社であ
ャルキャピタルの観点から考えることを目的として展開された。 
一般に「地域社会における信頼・規範・ネットワーク」と理解されるソーシャルキ
ャピタルは、社会学、政治学等、様々な研究領域で、議論のプラットフォームとして
活用されている。企業家研究領域においても、企業家が出現されやすい地域にはなん
らかの社会的要因があるとみなされることがある。この講演では、ベンカタラマン（S. 
Venkataraman）の説をもとに、継続的に企業家が輩出し、十分に活躍できる地域の
無形資源に注目した。企業家が登場し、成長企業が現れれば、さらに新たなプレイヤ
ーがその地域に集まる「好循環」が生まれるという同氏の説に、講演者は関心を抱い
ていた。 
その理由は、講演者の2006年から2015年までの九州産業大学時代の勤務経験に
ある。講演者は、オムニバス形式でゲスト講師を招く「ベンチャービジネス論」を担
当することになった。直前まで論文を書くことしかしておらず、ビジネスマナーなど
なにも知らない講演者は「よそ者」であった。そんな「よそ者」の登壇依頼を、現地
の経営者のほとんどは快く受け入れ、協力してくださった。この経験から講演者は、
商都として発展してきた博多には多様な人を受け入れるソーシャルキャピタルが存
在し、企業家が多く生まれている、と想定した。その後、福岡市が主要都市の中で最
も高い開業率であるとする調査結果が示されたこと、福岡市が創業特区として認定
されたこと、講演者が現地の様々なプロジェクトに携わったことなど、ソーシャルキ
ャピタルがいかされていると考えられる出来事がいくつもあった。 
ソーシャルキャピタルが企業家育成に影響すると考えた講演者は、2014 年 10 月
にネットリサーチによる定量調査を行った。回帰分析の結果、ソーシャルキャピタル
が有効に機能すればイノベーションにつながるアイディアがうまれ、業績が高まる
可能性が確認できた。この調査は説明変数、被説明変数とも、より深い考察が必要と
なるものである。 
別の角度からの考察も行った。ソーシャルキャピタルが良好とはいえない国で開
業率が高い実態や、必ずしも企業家にとって良好ではない状況が「好循環」とみなさ
れる可能性、プレイヤーが次々と変わることに問題がないわけではないこと、などい
くつかの問題点もある。講演者は福岡市の方々のご協力あって研究を進めることが
でき、今でも感謝にたえない。それゆえ、今回示されたソーシャルキャピタルの企業
家育成に与える影響には、バイアスがかかっている可能性がある。企業家育成とソー
シャルキャピタルを組み合わせるからこそ見えてくることがある反面、これらのこ
とを見過ごしてはならない。 
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2018年度第2回シンポジウム 
東洋大学大学院経営学研究科+経営力創成研究センタ  ー
グローバル経営シンポジウム 
「中小企業のグローバル経営と国際的企業家育成」 
 
日時:2018年10月6日(土)12:40受付開始 
会場:東洋大学白山キャンパス 8号館125周年ホール 
 
＜プログラム＞ 
13:00~13:05【開会挨拶】 
西澤昭夫氏(東洋大学経営学部教授/センター長) 
13:05~13:15【大学院経営学研究科長挨拶】 
宮村健一郎氏(東洋大学大学院経営学研究科長) 
13:15~14:15 【基調講演】 
論題 :「プロセスイノベーションを視点としたグローバル化~競争優位へ向けて~」 
講演者 : 白田 良晴氏(プレファクト株式会社代表取締役社長) 
司会者 : 董晶輝氏(東洋大学経営学部教授/センター研究員) 
14:15~14:25【休憩】 
14:25~15:25【特別講演】 
論 題 : 「タイを中心とした東南アジアにおける日本企業の海外展開事例」 
講演者 : 松尾 俊哉氏(トランスコスモス株式会社 海外事業統括 ASEAN 事業本部 
理事) 
司会者 : 董晶輝氏(東洋大学経営学部教授/センター研究員) 
15:25~15:35【休憩】 
15:35~16:50【 パネルディスカッション】 
論 題 :「スモールビジネスの創造と国際的企業家育成」 
パネリスト: 白田良晴氏(前掲) 
パネリスト: 松尾俊哉氏(前掲) 
パネリスト: 西澤昭夫氏(前掲) 
コーディネータ :ー木下 潔氏(東洋大学大学院経営学研究科特任教授) 
16:50~17:00【閉会挨拶】 
小椋康宏氏(東洋大学名誉教授/センター顧問) 
 
 
基調講演では、プレファクト株式会社代表取締役の白田良晴氏からお話をいただ
いた。その概要は以下のとおりである。 
プレファクト株式会社は山形県東根市にある。一度整理して立ち上げた会社であ
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白田良晴氏（基調講演） 
 
 
特別講演では、トランスコスモス株式会社海外事業統括 ASEAN 事業本部理事の
松尾俊哉氏からお話をいただいた。 
トランスコスモス株式会社は東京都渋谷区にある1966年創業の会社で、売上拡大
とコスト削減の実現をグローバルで支援するDECサービス（デジタルマーケティン
グ、ECワンストップ、コンタクトセンター）、BPOサービス（ビジネスプロセスア
ウトソーシング）を提供している。国内に 60 箇所の拠点、31 カ国に 112 ヶ所の海
外拠点、計 5 万名の従業員数という規模である。ASEAN への進出は 3 年前から大
きく拡大し、現在は６カ国、従業員2,000名の規模で事業を展開している。 
講演の前半は、多くの企業において海外展開を進めてきた経験を中心に話された。
特に、日本の製品はよいものが多いが、現地のマーケットに受け入れられるためには
ローカライゼーションが必要であり、そのために本社の人間の意識を変えていくこ
とが必要になる場合があるという点を、現場と本社の調整を行ってきた経験から指
摘された。また、現地の代理店・パートナーとの信頼関係が不可欠であることはよく
言われるが、これにはパートナーが儲かるようにすることが重要であるという点も
述べられた。さらに、当時は小さく始めるという方法で海外進出を行っていたが、現
在では状況が大きく変化し、中国の大企業が入って大量の資本を投下している一方、
SNSを通じた新たなビジネスが展開されているという点を指摘された。 
後半は、現在手掛けている仕事についてであった。まず、小売の分野はデジタルな
マーケティングなどが遅れており、チラシ・クーポン類はばら撒きとも言われる状況
である点を指摘され、2014年に設立したグランドデザイン株式会社において展開し
ているサービスについて紹介された。同社はAIを使って個人の行動や趣味・嗜好な
どを分析するなどして、本当に必要な（来店してほしい）人にだけクーポンを出す
ることから、当初は地元の金融機関に相手にされず、資金繰りは営業活動のキャッシ
ュフローで行っていた。主力製品は金属部品加工で、1000分の1ミリの精度にこだ
わっている。特にボブスレー用ランナーは、オリンピック日本代表に、長野オリンピ
ックから連続で採用されている。大手企業・上場企業もすでにいる中で、カタログに
出ない特注品を専門にしている。コストリーダーシップ（価格）・差別化ではなく希
少性・模倣困難性にウエイトを置くことにより、付加価値の高い製品を製造している。 
中小企業がグローバル化するメリット・目的は主に、①低コストの生産、②親企業
の海外生産についていく、③現地に進出して販売、の３つがあり、グローバル化した
企業の方が実績が高いという結果が出ている。しかし、プレファクト株式会社の生産
は山形県東根市で行っており、これらには当てはまらない。そこで、海外工場移転は
本当に低コストなのかという問題提起をしたい。固定費は下がるが、変動費に関して
はそれほどメリットがない可能性がある。材料・外注加工品を日本から持っていけば
日本と同じコストになる。消耗品も現地で売ってないことが多いので日本から持っ
ていく。設備も日本製のものを持っていくので償却費も一緒になる。人件費が一番多
いので、人件費を大幅に圧縮すれば黒字化する。 
国内では材料や消耗品を調達するのが早く、手元の資金が比較的少なくても可能
であるが、海外工場移転の場合には海外の工場、海上輸送、本社工場の３つの機能が
必要となる。そのため輸送・在庫等のコストが多くかかり、資金需要が多く発生する。
B/S上の棚卸資産は多くなり、P/L上で利益が出ていても、手元にキャッシュがより
多く必要になるため、短期借入金等で調達する必要がある。しかし、当社のようにい
ったん会社を整理して立ち上げた場合は信用がないためにそれができない。土地・建
物等の固定資産の調達コストについては、日本の地方では海外に対抗できるくらい
の値段で借りることができる。 
当社のグローバル化では、日本より価格や品質・性能に優位性のある材料等を海外
から調達して生産に結合し、自社の競争優位としている。また、日本より品質・性能
のいいもの、工作機械の新古品などをアメリカ・スイス・ドイツ等から購入して自社
の生産性を高めている。これらの活動は、シュンペーターのイノベーションでいう
「プロセス・イノベーション」、「新しい買い付け先の開拓」に当てはめられる。また、
東北大学と共同で研究を行っており、科学技術大臣賞など数々の賞を受賞するなど
「プロダクト・イノベーション」についても行っている。 
個人としては、昔から人がやっていないことをやる性格であった。他人と同じよう
なことをしていては差がつかないという意識から、コストをかけない努力をしなが
らグローバル化を行い、希少性を高め、競争優位が得られるような活動を行っている。 
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白田良晴氏（基調講演） 
 
 
特別講演では、トランスコスモス株式会社海外事業統括 ASEAN 事業本部理事の
松尾俊哉氏からお話をいただいた。 
トランスコスモス株式会社は東京都渋谷区にある1966年創業の会社で、売上拡大
とコスト削減の実現をグローバルで支援するDECサービス（デジタルマーケティン
グ、ECワンストップ、コンタクトセンター）、BPOサービス（ビジネスプロセスア
ウトソーシング）を提供している。国内に 60 箇所の拠点、31 カ国に 112 ヶ所の海
外拠点、計 5 万名の従業員数という規模である。ASEAN への進出は 3 年前から大
きく拡大し、現在は６カ国、従業員2,000名の規模で事業を展開している。 
講演の前半は、多くの企業において海外展開を進めてきた経験を中心に話された。
特に、日本の製品はよいものが多いが、現地のマーケットに受け入れられるためには
ローカライゼーションが必要であり、そのために本社の人間の意識を変えていくこ
とが必要になる場合があるという点を、現場と本社の調整を行ってきた経験から指
摘された。また、現地の代理店・パートナーとの信頼関係が不可欠であることはよく
言われるが、これにはパートナーが儲かるようにすることが重要であるという点も
述べられた。さらに、当時は小さく始めるという方法で海外進出を行っていたが、現
在では状況が大きく変化し、中国の大企業が入って大量の資本を投下している一方、
SNSを通じた新たなビジネスが展開されているという点を指摘された。 
後半は、現在手掛けている仕事についてであった。まず、小売の分野はデジタルな
マーケティングなどが遅れており、チラシ・クーポン類はばら撒きとも言われる状況
である点を指摘され、2014年に設立したグランドデザイン株式会社において展開し
ているサービスについて紹介された。同社はAIを使って個人の行動や趣味・嗜好な
どを分析するなどして、本当に必要な（来店してほしい）人にだけクーポンを出す
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底上げしていくカーズナー型との 2 類型が存在し、イノベーションを起こすのが難
しい場合、生産性を上げていくことになることを示した。それを踏まえ、生産性を上
げるための海外進出が海外直接投資（FDI）からグローバルバリューチェーン（GVC）
に変化しているなかで、日本企業の生産性はサービス業を中心に低い水準にあり、
GVCにもあまり出て行っていないという点を指摘し、Global Entrepreneurshipを
養成する必要性を提起した。 
その後、Global Entrepreneurshipを発揮するうえで必要となる企業家の能力につ
いて議論され、理論と実務の両面から意見が交わされた。フロアからも多数の質問や
意見を受け、さらに議論が深められた。 
 
 
西澤昭夫氏（パネルディスカッション） 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
CRM のようなサービスを行っている。また、北海道大学と共同でAI の研究を進め
るとともに、同様のサービスをタイにおいて立ち上げており、すでに高い評価を受け
ている。誰も知らない新たなサービスを立ち上げる時に、ニュースに取り上げてもら
ったり、新聞記者を呼んで記者会見をするなど、お金がかからない割に広く認知され
やすい「仕込み」を行うことも話された。 
またトランスコスモス株式会社は、タイでオンラインコンテンツ事業を営む
Ookbee に出資している。同社は電子書籍からスタートし、UGC(User Generated 
Contents)、それに伴うコミュニティプラットフォームによって、ユーザー・ファン
と作者が一体となって作品を作り、少ない発行部数でペイできるとともに、オフライ
ンのイベント、グッズ販売等で収益を上げている。日本の出版社等にこういったビジ
ネスの話をしても消極的であることが残念であるとも述べられた。最後に、コンテン
ツビジネスが大きく変化している中で、日本の企業として日本ならではのサービス
をうまくローカライズして現地に根付かせていくことが重要であると指摘された。 
 
 
松尾俊哉氏（特別講演） 
 
続いて、「スモールビジネスの創造と国際的企業家育成」の論題でパネルディスカ
ッションが行われた。パネリストには白田良晴氏、松尾俊哉氏に東洋大学経営学部教
授でセンター長の西澤昭夫氏が加わり、東洋大学大学院経営学研究科特任教授の木
下潔氏がコーディネーターとなった。まず西澤氏がEntrepreneurshipが企業家精神
（論）と訳されることについて触れ、HBS においてはEntrepreneurship を「管理
できる資源の制約を超えて機会を追求する経営手法（Way of Managing)」として教
育可能なテーマだとされていることを挙げ、精神論ではなくマネジメント論にする
必要があるという立場を示した。また企業家活動には組織と制度によって、イノベー
ション（特にプロダクト・イノベーション）を創出するシュンペータ型と、生産性を
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底上げしていくカーズナー型との 2 類型が存在し、イノベーションを起こすのが難
しい場合、生産性を上げていくことになることを示した。それを踏まえ、生産性を上
げるための海外進出が海外直接投資（FDI）からグローバルバリューチェーン（GVC）
に変化しているなかで、日本企業の生産性はサービス業を中心に低い水準にあり、
GVCにもあまり出て行っていないという点を指摘し、Global Entrepreneurshipを
養成する必要性を提起した。 
その後、Global Entrepreneurshipを発揮するうえで必要となる企業家の能力につ
いて議論され、理論と実務の両面から意見が交わされた。フロアからも多数の質問や
意見を受け、さらに議論が深められた。 
 
 
西澤昭夫氏（パネルディスカッション） 
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「社会や地域をより良くするために頑張る人たちを増やす、支援する」ことをモット
ーに、経営アドバイスでも商品開発支援においても事業者に「社会や地域をより良く
するため」のマインドを持ってもらうようにしている。 
中小企業基盤整備機構などの経営アドバイザーとしての支援の中で、最も力を入
れるところは、事業者に自信を持ってもらうことである。そのため、一見ネガティブ
な側面も個性にすること。その個性を活かし、その人、その会社にしかできないこと
を追求する。また、自分自身の経験から、過去の経験に新しく学んだことを加えて未
来の自分を作るというイメージを描いてもらうことをアドバイスしている。戦略と
しては、強みをニーズにぶつけ、ニッチトップになることである。 
アドバイスの手順として、次のように行っている。①キャリアの棚卸し：過去にヒ
ントがあるので、詳しく聞く、②強みの確認：自分を肯定して、自信を持ってもらう、
③目的の確認：どうしたいかを徹底的に聞く、④課題の確認：社会や地域か、顧客の
課題解決（SDGs を意識）、⑤その人しかできないことを考える：アイデアを出す、
⑥コンセプトの確認：一言でいうコンセプトと3つの特徴、⑦ニーズの確認：ニッチ
でいい、⑧ターゲットの確認：誰からお金をもらうか、⑨差別化の確認：競合チェッ
ク、⑩発信方法の確認：一番得意なメディアを使う。このような手順はまさしく大学
院で学んだことであり、実践に活用している。 
商品開発に関する支援方法としては、取り組んでいる実例をあげ、何のために仕事
をするか、何のために商品を作るかを考えることからスタートすることが重要であ
ることを説明した。商品開発プロジェクトを成功に導くキーワードとして、①自社に
「デザイナー」を採用、②「プロジェクトマネージャー」をつける、③「自社の強み」
の活用、④明確な「コンセプト」と「ターゲット」、⑤「オリジナリティー」の高い
製品開発、⑥経営者の「リーダーシップ」があげられる。 
具体的な支援は次の手順で行っている。①チームをつくる（プロジェクトマネージ
ャー、デザイナー）、②自社の強みの確認、③マニフェストをつくる（10か条にする）、
④コンセプトをつくる、⑤ターゲットを明確にする、⑥オリジナリティの高い商品を
つくる。 
また、いいものを作るだけではなく、どうやって売るかを考える方法として、コン
セプトに基づき世界観をつくる、発信には素敵な動画や写真とわかりやすい文章、適
切なプライシング、こだわりのある様々なデザイン、独自のPR方法、コトとつなげ
る販促イベント、詳細な売上計画などをアドバイスしている。 
 卒業後にどのようにしてキャリアアップしてきたかに関しては、行政機関の専門
家の募集を見てニーズを知る、出会った人に、自分のやっていることを話す、ビジョ
ンを人に話す、「私にぜひやらせてください！」と手を挙げる、目の前のことを一生
懸命やることなど、積極的なマインドを持つようにしているが、大学院の先生、先輩
の皆様に多くの機会を与えてもらっていることに感謝している。 
2018年度第3回シンポジウム 
「スモールビジネスとアントレプレナーを巡るRCM の活動と成果」 
 
日時：2019年２月２日（土）12：40受付開始 
会場：東洋大学白山キャンパス 2号館16階スカイホール 
 
＜プログラム＞ 
13：00～13：05【開会挨拶】 
  西澤昭夫氏（東洋大学経営学部教授／センター長） 
13:05～13:15【大学院経営学研究科長挨拶】 
  宮村健一郎氏（東洋大学大学院経営学研究科長） 
Ⅰ. 記念講演：スモールビジネスに関する最新研究と実務的支援 
13：15～13：55  
  論題：「わたし流・スモールビジネス支援のあり方 ～大学院卒業後のキャリアア
ップ作戦～ 」 
  講演者：重松久惠氏（中小企業診断士・ブランド・マネジメント・コンサルタン
ト・トーチ代表） 
  司会者：董晶輝氏（東洋大学経営学部教授/センター研究員） 
14：00～14：40 
  論題：「中小企業におけるユーザー・イノベーションに関する一考察」 
  報告者：田中克昌氏（日本経済大学経営学部／大学院経営学研究科専任講師） 
  司会者：董晶輝氏（東洋大学経営学部教授／センター研究員） 
14：40～14：55【休憩】 
Ⅱ. パネルディスカッション：RCMの活動と成果、その総括的検討 
14：55～16：45 
  論題：「経営力創成研究センターの研究と成果」 
  パネリスト：幸田浩文氏（東洋大学経営学部教授／センター研究員） 
  パネリスト：柿崎洋一氏（東洋大学経営学部教授／副センター長） 
  パネリスト：小野瀬拡氏（駒沢大学経営学部教授／センター研究員） 
  コーディネーター：西澤昭夫氏（東洋大学経営学部教授／センター長） 
16：45～17：00【閉会挨拶】 
  小椋康宏氏（東洋大学名誉教授／センター顧問） 
 
 記念講演1では、中小企業診断士／ブランド・マネジメント・コンサルタント／ト
ーチ代表の重松久惠氏が、「わたし流・スモールビジネス支援のあり方〜大学院卒業
後のキャリアップ作戦」の論題で報告された。その概要は次のとおりである。 
スモールビジネスに関する実務的支援の方法として、経営アドバイザーとしての
支援、そして商品開発に関する支援について、また卒業後のキャリアアップについて
報告した。 
『経営力創成研究』第 15 号，2019
114
「社会や地域をより良くするために頑張る人たちを増やす、支援する」ことをモット
ーに、経営アドバイスでも商品開発支援においても事業者に「社会や地域をより良く
するため」のマインドを持ってもらうようにしている。 
中小企業基盤整備機構などの経営アドバイザーとしての支援の中で、最も力を入
れるところは、事業者に自信を持ってもらうことである。そのため、一見ネガティブ
な側面も個性にすること。その個性を活かし、その人、その会社にしかできないこと
を追求する。また、自分自身の経験から、過去の経験に新しく学んだことを加えて未
来の自分を作るというイメージを描いてもらうことをアドバイスしている。戦略と
しては、強みをニーズにぶつけ、ニッチトップになることである。 
アドバイスの手順として、次のように行っている。①キャリアの棚卸し：過去にヒ
ントがあるので、詳しく聞く、②強みの確認：自分を肯定して、自信を持ってもらう、
③目的の確認：どうしたいかを徹底的に聞く、④課題の確認：社会や地域か、顧客の
課題解決（SDGs を意識）、⑤その人しかできないことを考える：アイデアを出す、
⑥コンセプトの確認：一言でいうコンセプトと3つの特徴、⑦ニーズの確認：ニッチ
でいい、⑧ターゲットの確認：誰からお金をもらうか、⑨差別化の確認：競合チェッ
ク、⑩発信方法の確認：一番得意なメディアを使う。このような手順はまさしく大学
院で学んだことであり、実践に活用している。 
商品開発に関する支援方法としては、取り組んでいる実例をあげ、何のために仕事
をするか、何のために商品を作るかを考えることからスタートすることが重要であ
ることを説明した。商品開発プロジェクトを成功に導くキーワードとして、①自社に
「デザイナー」を採用、②「プロジェクトマネージャー」をつける、③「自社の強み」
の活用、④明確な「コンセプト」と「ターゲット」、⑤「オリジナリティー」の高い
製品開発、⑥経営者の「リーダーシップ」があげられる。 
具体的な支援は次の手順で行っている。①チームをつくる（プロジェクトマネージ
ャー、デザイナー）、②自社の強みの確認、③マニフェストをつくる（10か条にする）、
④コンセプトをつくる、⑤ターゲットを明確にする、⑥オリジナリティの高い商品を
つくる。 
また、いいものを作るだけではなく、どうやって売るかを考える方法として、コン
セプトに基づき世界観をつくる、発信には素敵な動画や写真とわかりやすい文章、適
切なプライシング、こだわりのある様々なデザイン、独自のPR方法、コトとつなげ
る販促イベント、詳細な売上計画などをアドバイスしている。 
 卒業後にどのようにしてキャリアアップしてきたかに関しては、行政機関の専門
家の募集を見てニーズを知る、出会った人に、自分のやっていることを話す、ビジョ
ンを人に話す、「私にぜひやらせてください！」と手を挙げる、目の前のことを一生
懸命やることなど、積極的なマインドを持つようにしているが、大学院の先生、先輩
の皆様に多くの機会を与えてもらっていることに感謝している。 
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戦し実現するまでの過程について報告した。食品機械を製造する企業が、ユーザーと
して新たな潤滑剤を生み出すとともに、展示会やネット広告、テレビ取材・テレビ
CM などを駆使した周知戦略や、リードユーザーとコミュニティを形成し製品改良
を進める参加型戦略への積極的な投資によって、対象市場において規模を確保し、イ
ノベーションとして社会化した事例であった。 
 報告の最後に田中氏は、今後の活動に向けて、教育者・研究者であると同時に中小
企業診断士という立場を活かし、さらなる研究成果の獲得に向け、大企業から中小企
業の領域へと研究領域を広げると宣言した。 
なお、田中氏は、博士論文の成果をまとめた単著（『戦略的イノベーション・マネジ
メント』中央経済社）を2019年2月に出版した。 
 
 
田中克昌氏（記念講演2） 
 
休憩ののち、RCMの活動と成果、その総括的検討を行うパネルディスカッション
が、パネリストを幸田浩文氏、柿崎洋一氏、小野瀬拡氏の3名、西澤昭夫氏をコーデ
ィネーターとして行われた。 
まず RCM センター長でもあるコーディネーターの西澤昭夫氏から「東洋大学経
営力創成研究センタ （ーRCM）の研究と成果」の論題が提示され、2004年度（平成
16 年度）からの経営力創成研究センターの沿革、5 年毎の 3 期における研究領域お
よび研究実績、さらにはシンポジウムの開催実績や中小企業診断士登録養成コース
との連携、若手研究者の育成などのセンターの活動について総括された。 
次にプロジェクト・サブリーダーの幸田浩文氏より、2014年からの第3期におけ
る活動を中心に総括したうえで、日本おいては起業家精神教育が先進諸国の中にお
いて相対的に進展しておらず、起業無関心者の数が多いという問題を提起した。そし
て、教育課程の各段階において起業への関心を喚起・助長する施策を講ずることと、
 
重松久惠氏（記念講演1） 
 
 記念講演2では、田中克昌氏（日本経済大学／大学院 専任講師）が「中小企業に
おけるユーザ ・ーイノベーションに関する一考察」という論題で最新研究について報
告した。 
 田中氏は、東洋大学大学院の博士後期課程（経営学研究科）及び博士前期課程（中
小企業診断士登録養成コース）の修了生であり、本講演では、東洋大学大学院から大
学の教員・研究者としての研究活動まで、経営戦略及びイノベーション・マネジメン
トに関する研究成果について報告された。 
 報告の前半は、東洋大学大学院での研究活動について振り返り、問題意識の発端か
ら、イノベーションに関連する先行研究について論じた。大手企業を中心とした事例
研究の成果を踏まえ、ユーザ ・ーイノベーションが実現するまでの過程を示し、ユー
ザーが既存企業から市場を奪取し、市場支配に至るというパラダイムシフトについ
て考察した。 
また、売上高対研究開発費率の視点から、日本企業が世界の他地域と比較して、新た
な製品やサービスを創出するプロダクト・イノベーションを軽視し、目に見える成果
を得やすいプロセス・イノベーションを重視する傾向にあると指摘し、日本の大手企
業を中心に、注力領域に十分な研究開発費を投入できていないとした。 
 その上で、日本の中小企業が社会に影響を与えるような規模を確保し難い状況に
おいて、ユーザー・イノベーションの実現が可能であるか、というリサーチ・クエス
チョンが提示された。 
 田中氏は、最新の事例研究の結果として、中小企業においてもユーザ ・ーイノベー
ションに挑戦し実現した企業が複数存在するとした。 
一例として、中小企業（製造業）の事例を取り上げ、ユーザー・イノベーションに挑
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戦し実現するまでの過程について報告した。食品機械を製造する企業が、ユーザーと
して新たな潤滑剤を生み出すとともに、展示会やネット広告、テレビ取材・テレビ
CM などを駆使した周知戦略や、リードユーザーとコミュニティを形成し製品改良
を進める参加型戦略への積極的な投資によって、対象市場において規模を確保し、イ
ノベーションとして社会化した事例であった。 
 報告の最後に田中氏は、今後の活動に向けて、教育者・研究者であると同時に中小
企業診断士という立場を活かし、さらなる研究成果の獲得に向け、大企業から中小企
業の領域へと研究領域を広げると宣言した。 
なお、田中氏は、博士論文の成果をまとめた単著（『戦略的イノベーション・マネジ
メント』中央経済社）を2019年2月に出版した。 
 
 
田中克昌氏（記念講演2） 
 
休憩ののち、RCMの活動と成果、その総括的検討を行うパネルディスカッション
が、パネリストを幸田浩文氏、柿崎洋一氏、小野瀬拡氏の3名、西澤昭夫氏をコーデ
ィネーターとして行われた。 
まず RCM センター長でもあるコーディネーターの西澤昭夫氏から「東洋大学経
営力創成研究センタ （ーRCM）の研究と成果」の論題が提示され、2004年度（平成
16 年度）からの経営力創成研究センターの沿革、5 年毎の 3 期における研究領域お
よび研究実績、さらにはシンポジウムの開催実績や中小企業診断士登録養成コース
との連携、若手研究者の育成などのセンターの活動について総括された。 
次にプロジェクト・サブリーダーの幸田浩文氏より、2014年からの第3期におけ
る活動を中心に総括したうえで、日本おいては起業家精神教育が先進諸国の中にお
いて相対的に進展しておらず、起業無関心者の数が多いという問題を提起した。そし
て、教育課程の各段階において起業への関心を喚起・助長する施策を講ずることと、
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３．企業調査報告 
 
3.1 海外企業調査報告 
 
安澳智能系統股分有限公司（中国上海市）調査報告 
 
調査目的 
 
当研究センターの研究計画の一環である海外企業調査を実施し、情報技術による
イノベーションとベンチャー企業経営の発展が著しい地域である中国上海市で、AI
関連企業の経営者に対してヒアリング調査を行った。 
 
調査期間 
11月2日～5日 
 
調査メンバ  ー
柿崎洋一（副センター長） 
董晶輝（センター研究員） 
小椋康宏（センター顧問） 
 
調査報告 
11 月 2 日午後に、安澳智能系統股分有限公司の姜加標董事長（会長）に対しヒア
リング調査を行った。ヒアリング調査の目的は人工知能分野でのイノベーションと
ベンチャー企業の経営に関する実態解明であった。安澳智能系統股分有限公司は人
工知能による居住区の管理、すなわち、住宅とスマートフォンなどの端末の間にイン
ターネットを通して繋いで人工知能を利用し管理を行うベンチャー企業として、
2009年4月設立された。人工知能が如何にして居住者の生活を快適にできるかとい
う発想のもとで、クラウド計算システムおよび IoT 関連の端末開発を行ってきた。
これに関する技術開発と顧客開拓に成功し、2015年7月に「高新技術企業」の称号
を獲得し、2015 年 10 月には新三版の登録に成功し、新興市場での株式の上場を果
たした。また、姜加標氏は最近の日本のスマート・シティー構想についても関心を示
され、一戸建ての多い日本ではどのように機能させるに対して興味津々である。今後
も交流を進めていくことでヒアリングを一旦終了した。11 月 3 日には姜加標氏の紹
介により、上海市浦東自由貿易区内にある上海格瑞特科技実業有限公司について調
査を行った。同社は2008年に設立され、業務内容はスマート住居に関わるシステム
とそれに関わる端末の供給である。設立から十年を経って、同社はスマート住居業界
で特に安全防犯製品において、製品の研究開発、生産、販売、アフターサービスを一
体化した持続発展型企業に成長した。同社の経営理念である「誠信、成就、チームワ
ーク、創新、健康」が経営の成功に大きく貢献したと紹介された。11 月 4 日には、
今回のインタービューに応じた方々、そして前回のインタービューに応じた上海厚
中小企業診断士登録養成コースにおいて行われているような、起業関心者を対象と
した体験型の起業家（精神）教育への転換の必要性を課題として挙げられた。 
副センター長の柿崎洋一氏は、企業の社会的責任について、国際的な基準や規定が
設定されてきている流れの中で、現在はSDGs( Sustainable Development Goals)が
関心を高めている点を挙げた。SDGsではイノベーションの創出、特にユーザ （ー市
民）参加型のオープンイノベーションが重要であることを踏まえて、国際的な行動原
理であるSDGsを目指したイノベーション行動をする中小企業やスタートアップは、
その市場や活動が国内であっても、国際的な中小企業とみなされることになる点を
指摘した。 
駒澤大学経営学部教授の小野瀬拡氏は、自身のRA（リサーチ・アシスタント）と
して本センターに参加していた当時の経験が現在も非常に役立っていること、研究
成果をRCMに投稿できたこと、RCMが多数の専任教員を輩出していることなどを
挙げ、RCMが若手研究者の自立に向けた育成の場として重要な役割を果たしてきた
ことを示された。 
その後、再びコーディネーターの西澤明夫氏より、日本やアジアにおけるスモール
ビジネスの経営力創成に対するポイントが提示され、各テーマや RCM の活動の成
果とその意義などについて、最後は終了時間を超過するほどの活発な議論が交わさ
れた。 
 
 
柿崎洋一氏（パネルディスカッション） 
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３．企業調査報告 
 
3.1 海外企業調査報告 
 
安澳智能系統股分有限公司（中国上海市）調査報告 
 
調査目的 
 
当研究センターの研究計画の一環である海外企業調査を実施し、情報技術による
イノベーションとベンチャー企業経営の発展が著しい地域である中国上海市で、AI
関連企業の経営者に対してヒアリング調査を行った。 
 
調査期間 
11月2日～5日 
 
調査メンバ  ー
柿崎洋一（副センター長） 
董晶輝（センター研究員） 
小椋康宏（センター顧問） 
 
調査報告 
11 月 2 日午後に、安澳智能系統股分有限公司の姜加標董事長（会長）に対しヒア
リング調査を行った。ヒアリング調査の目的は人工知能分野でのイノベーションと
ベンチャー企業の経営に関する実態解明であった。安澳智能系統股分有限公司は人
工知能による居住区の管理、すなわち、住宅とスマートフォンなどの端末の間にイン
ターネットを通して繋いで人工知能を利用し管理を行うベンチャー企業として、
2009年4月設立された。人工知能が如何にして居住者の生活を快適にできるかとい
う発想のもとで、クラウド計算システムおよび IoT 関連の端末開発を行ってきた。
これに関する技術開発と顧客開拓に成功し、2015年7月に「高新技術企業」の称号
を獲得し、2015 年 10 月には新三版の登録に成功し、新興市場での株式の上場を果
たした。また、姜加標氏は最近の日本のスマート・シティー構想についても関心を示
され、一戸建ての多い日本ではどのように機能させるに対して興味津々である。今後
も交流を進めていくことでヒアリングを一旦終了した。11 月 3 日には姜加標氏の紹
介により、上海市浦東自由貿易区内にある上海格瑞特科技実業有限公司について調
査を行った。同社は2008年に設立され、業務内容はスマート住居に関わるシステム
とそれに関わる端末の供給である。設立から十年を経って、同社はスマート住居業界
で特に安全防犯製品において、製品の研究開発、生産、販売、アフターサービスを一
体化した持続発展型企業に成長した。同社の経営理念である「誠信、成就、チームワ
ーク、創新、健康」が経営の成功に大きく貢献したと紹介された。11 月 4 日には、
今回のインタービューに応じた方々、そして前回のインタービューに応じた上海厚
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研究大会に参加し、当研究センターの外部協力団体の研究者と研究交流を行った。時
間と費用を節約するため、学会参加を機に開催校周辺にある企業を調査した。 
 
調査期間 
10月26日～28日 
 
調査メンバ  ー
柿崎洋一（副センター長） 
董晶輝（センター研究員） 
小椋康宏（センター顧問） 
 
調査報告 
10月26日午後に、大塚製薬袋井工場を訪問し、ヒアリング調査および工場見学を
行った。総務部の徳往氏より会社の歴史、経営理念、生産体制、海外事業展開、研究
開発、環境への対応、社会貢献事業などについて説明を受けた後、ポカリスエットの
生産工程を見学した。大塚製薬工場として1920年代に鳴門に創業され、点滴薬の生
産から開始し、現在も主力製品である。点滴の生産から開発されたポカリスエットの
普及努力から見られるように、大塚製薬は人々の健康に関わることを使命として企
業努力をしてきた。大塚しかできないことを極めるというスタンスはまさに選択と
集中による競争力向上の経営戦略につながるものと理解できる。10月27日と28日
は終日学会に参加し研究交流を行った。今大会の統一論題は「地域活性化と CSV―
産官学連携を中心に―」であった。27 日の午前中は静岡市役所の企画局長、地元の
有力企業鈴与ホールディングスの執行役員、法政大学の研究者により、地方活性化と
産官学連携の講演があり、午後には企業の経営者と研究者によるCSVへの取り組み
について報告され、ディスカッションが行われた。28 日は研究者による自由論題が
報告され、スモールビジネスに関連する報告で議論に参加した。この大会に参加した
ことで研究交流を深めることができ、当センターの研究の進展に寄与した。 
 
 
 
 
 
禾食品有限公司の高総経理も参加して、ベンチャー企業経営関する意見交換を行っ
た。今回の実地調査により、中国での人工知能による産業イノベーション、起業家精
神についての最新の研究素材を収集できた。 
 
 
3.2 国内企業調査 
デンソー高棚製作所・トヨタ自動車元町工場調査報告 
 
調査目的 
日本企業のイノベーション・マネジメントに関する実態を解明するため、自動車産
業において電動化と自動運転のイノベーションについて調査を行った。 
 
調査期間 
9月18日～20日 
 
調査メンバ  ー
柿崎洋一（副センター長） 
董晶輝（センター研究員） 
小椋康宏（センター顧問） 
 
調査報告 
9月18日午後に、安城市にあるデンソー高棚製作所にて調査した。総務部の担当
者により、高棚製作所の沿革、主要製品と技術開発、将来展望について説明を受けた
後、車載メータの生産工程に案内してもらい、生産技術の改善等について説明を受け
た。9月19日午前中は豊田市にあるトヨタ会館と元町工場にて調査を行った。トヨ
タ会館では担当者より、ハイブリッド車、燃料電池車の開発について説明を受け、今
後の電動化や自動運転の開発について問い合わせた。その後の工場視察では、「よい
品よい考」、「ジャストインタイム」を中心にトヨタ生産方式について説明を受けた。
トヨタのイノベーション精神とそのルーツを更に理解するため、翌9月20日午前中
に名古屋市内あるトヨタ産業技術記念館を訪問した。担当者より、自動織機開発から
自動車開発、エコーカー開発を中心にトヨタのイノベーション精神について説明を
受けた。今回の調査を通じて、自動車産業でのイノベーションの速さを肌で感じるこ
とができた。この状況に対して、自動車部品を供給する中小企業がどのようにして乗
り越えていくのか、今後の研究課題を見つけた。 
 
 
大塚製薬袋井工場調査・日本マネジメント学会第79回全国研究大会での研究交流報
告 
 
調査目的 
10 月 27 日～28 日に常葉大学にて開催された日本マネジメント学会第 78 回全国
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研究大会に参加し、当研究センターの外部協力団体の研究者と研究交流を行った。時
間と費用を節約するため、学会参加を機に開催校周辺にある企業を調査した。 
 
調査期間 
10月26日～28日 
 
調査メンバ  ー
柿崎洋一（副センター長） 
董晶輝（センター研究員） 
小椋康宏（センター顧問） 
 
調査報告 
10月26日午後に、大塚製薬袋井工場を訪問し、ヒアリング調査および工場見学を
行った。総務部の徳往氏より会社の歴史、経営理念、生産体制、海外事業展開、研究
開発、環境への対応、社会貢献事業などについて説明を受けた後、ポカリスエットの
生産工程を見学した。大塚製薬工場として1920年代に鳴門に創業され、点滴薬の生
産から開始し、現在も主力製品である。点滴の生産から開発されたポカリスエットの
普及努力から見られるように、大塚製薬は人々の健康に関わることを使命として企
業努力をしてきた。大塚しかできないことを極めるというスタンスはまさに選択と
集中による競争力向上の経営戦略につながるものと理解できる。10月27日と28日
は終日学会に参加し研究交流を行った。今大会の統一論題は「地域活性化と CSV―
産官学連携を中心に―」であった。27 日の午前中は静岡市役所の企画局長、地元の
有力企業鈴与ホールディングスの執行役員、法政大学の研究者により、地方活性化と
産官学連携の講演があり、午後には企業の経営者と研究者によるCSVへの取り組み
について報告され、ディスカッションが行われた。28 日は研究者による自由論題が
報告され、スモールビジネスに関連する報告で議論に参加した。この大会に参加した
ことで研究交流を深めることができ、当センターの研究の進展に寄与した。 
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